










































ており、その一端は 5G 通信機器調達をめぐる日英協力 (警察組織を仲介にしての) に見てとることがで
きる。




















第 1章 問題意識 5
第 2章 準備:作業仮説としての問い 7
第 3章 憲法状態から見た国体の変遷 11
3.1 明治初期の憲法状態 . . . . . . . . . . 11
3.2 政党内閣制の確立と大正デモクラシー . 13
3.3 満州事変とファシズムの台頭 . . . . . 15
3.4 小括 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 18
第 4章 「超国家主義者」にとっての国体～宗
教家と軍人の危険な結びつき 19
4.1 「超国家主義」とは . . . . . . . . . . 19
4.2 軍国主義と文化統制 . . . . . . . . . . 23
4.3 天皇制イデオロギーの創生～田中智学 . 26
4.4 世界最終戦争の思想～石原莞爾 . . . . 30
4.5 上からと下からのファシズム論 . . . . 36
4.6 小括 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 41
第 5章 労働者階級の自己認識と国体 (1)～共
産党成立以前 47
5.1 平民社：幸徳秋水と日露戦争反対運動 . 47
5.2 革命の革命：陳独秀と辛亥革命 . . . . 53
5.3 ボルシェビキ党の変質とコミンテルン
の堕落 . . . . . . . . . . . . . . . . . 57
5.4 国共合作と上海クーデター . . . . . . . 72
5.5 労農ロシアの承認：大杉栄の異議申し
立て . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 77
5.6 小括 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 81
第 6章 労働者階級の自己認識と国体 (2)～日
本資本主義論争 87
6.1 前史～山川・福本論争 . . . . . . . . . 87
6.2 27年テーゼ～猪俣・野呂論争 . . . . . 96
6.3 32年テーゼ～労農派と講座派 . . . . . 107
6.4 論争の止揚～宇野三段階論 . . . . . . . 114
6.5 小括 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 123
第 7章 第二次世界大戦前夜 125
7.1 梯明秀の非常時局論 . . . . . . . . . . 125
7.2 昭和恐慌 . . . . . . . . . . . . . . . . 140
7.3 小括 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 146
第 8章 結論と今後の研究課題 147
8.1 結論 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 147
8.2 今後の研究課題 . . . . . . . . . . . . . 151
付録 A 関連年表 155





















































*1 BLM(Black Lives Matter)運動は米国の歴代政権 (トランプ政権も例外ではない)が経済格差を容認し、移民・マイノリティを排除して
きた事実を暴き出している。この運動は 2012年頃から全米で警察官の暴力的な行為への反対運動として登場し、2020年のコロナ禍のさな
かでの George Floydの殺害を機に全米中に燃え広がった。
*2 日英 FTA の驚くべきほどの短期間での締結もこの観点から考察する必要があろう。コロナ禍の混乱のさなか、茂木外相は 2020 年 8 月
7 日に訪英し、8 月末に大筋合意を目指す方針を英 Truss 貿易相と確認した。来年 1 月の発効を目指すということで、およそ 3 か月で決
着させようとしていることになる。たしかにイギリスからすれば EU からの譲歩を引き出すための交渉カードをつくるという実利をもつ
が、単なる経済交渉の側面ばかりではない。その証拠に、5G通信機器調達をめぐる日英協力 (2020年 7月 16日、東京)は国家安全保障局
(NSS)・内閣官房サイバーセキュリティセンターが真っ先に対応している。また、河野防衛相がファイブ・アイズ (UKUSA 協定) に入る
べく連携意欲を示したと同年 8月 14日に唐突に報じられたことも同じ文脈から理解すべきである。








































































































































































*3 福本和夫 (1894–1983)。マルクス主義革命家。日本共産党 (第二次) 創設者の一人。「福本イズム」で知られる。その日本資本主義論につ
いてはたとえば福本 (1977)を参照のこと。詳細は本論に後述する。

























































































動 (1912) の頃には 30～40%、第二次護憲運動 (1925)
のあとでは 50%を超えるまでに増進した。その他方で、
地主的勢力は 1920年頃まで着実に減少した。























































































*7 19 世紀ドイツの法学者、ウィルヘルム・アルブレヒト (1800-76)、カール・フリードリッヒ・フォン・ゲルバー (1823-91)、ゲオルグ・
イェリネック (1851-1911)などによって説かれた、国家を社団法人としてみる学説。ここでは主権は国家そのものにあるとされ、君主はひ
とつの機関として支配・被支配をめぐる争いから逃れることができる。























































































































*12 長谷川は次のように相違点を挙げている。「明治 30(1897)年代以降に作られたこれらの法令 (治安警察法、行政執行法など)は当時ようや
く台頭してくる労働運動や社会主義運動の取り締まりに用いられたが、もちろんこれだけではなく、選挙のあるたびに政党が反対等を弾圧
する有力な法的手段ともなった。・・・ところが、第一次大戦後に作られる法律にははっきりと社会運動だけを対象としこれを制限するた




*13 二大政党制の下でのスキャンダル暴露合戦も政治不信を助長した。たとえば、松島遊郭事件 (1926)、政友系私鉄疑獄 (1929)、民政系私鉄
疑獄 (1930)、東京市会疑獄 (1928～)など。
*14 Kellogg = Briand Pact、Pact of Paris。戦後の日本国憲法第九条の原型とされる。














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































*21 この時期を明確に見定める上で松岡は二つのヒントを示している。第一は、1918(大正 6) 年の国柱新聞発禁事件、第二は先行研究が日
蓮主義運動を宗教運動の時代と国体運動の時代に分割していることである。その移行時期は明治 37(1905) 年 (日露戦争前後) ないし明治


























































































































意) 的合理性に注目する。彼は 1902 年に仙台陸軍幼年
学校に入学しているが、これは日清戦争後の 1897年に








































*30 この改組にあたり地方 3年、中央 2年の 5年の修業年限が定まり尋常中学校と同等になった。これには当時の文部官僚からの反発も強く、
1897年の第 11回帝国議会でその廃止法案が提出されたが、これは実現しなかった。
*31 Erich Friedrich Wilhelm Ludendorff(1865–1937)：ドイツの軍人。第一次世界大戦でヒンデンブルグの副官、参謀本部次長。「背後の
一突き (匕首伝説)」の元となる発言で知られる。ミュンヘン一揆でヒトラーと一時的に組む。「総力戦」の著者。















































































*39 「闘諍」は争い (口論)、「閻浮提」は (人の住む)全世界のことであるが、石原はどういうわけかこれを世界大戦と即物的に解釈した。
*40 大正 8年の間違いではないか。




32 第 4章 「超国家主義者」にとっての国体～宗教家と軍人の危険な結びつき
表 4.1 戦争理論の対照
クラウゼビッツ デルブリュック ルーデンドルフ








































































































































台は 1919 年 8 月にベルサイユ条約第 231 条にもとづ
いてワイマール共和国の第 84 回国民議会によって設
置された第一次世界大戦の戦争責任を問う調査委員会
(einem Untersuchungsausschuss des Reichstags über
die Gründe der Kriegsniederlage) であった*48。この
委員会は４つの分科会を持っていたが、そのうちの第







the Schlieffen Plan”(Oxford University Press)を挙げている。
*47 したがって、ヒトラーはルーデンドルフの考えを嫌った。ヒトラーは政治の領域 (国務、すなわち総統たる自分)が戦争を指導 (統帥)すべ
きだと考えたからである。
*48 Wikipediaドイツ語版、Untersuchungsausschussの項を参照した。
























































































































































































































































































































































































































































































*66 武谷 (1968)、高嶋 (2020)を参照のこと。





























































































































































44 第 4章 「超国家主義者」にとっての国体～宗教家と軍人の危険な結びつき
義に結実するほかなかった。



























































































日蓮主義、3) 国防理論の 3 つの要素に留意すると理解
が多少容易になる。











































































































































































*4 1901年に本線 (満洲里–グロデコヴォ)が開通し、1903年に南満州支線 (ハルピン–旅順)が開通した。
*5 高宗 (1852–1919)は李氏朝鮮第 26代国王、大韓帝国初代皇帝。
48 第 5章 労働者階級の自己認識と国体 (1)～共産党成立以前
即日禁止されたが、その結党は新聞で広く報じら
れた)。1900年 8月 7日の萬朝報、幸徳「非戦争
主義」掲載。1901 年 4 月 9 日の萬朝報、幸徳の
「我は社会主義者也」を掲載。同年、「20世紀の怪
物　帝国主義」を刊行*6。



























– 1903年 4月、無鄰菴 (山縣有朋別邸)で開戦方針
が固められる。6 月 24 日七博士意見書が政府に
提出され、東京日日新聞に報じられる (萬朝報は
批判の論説を出す)。
– 第三次撤兵期限 (10/8) が近づくなか、萬朝報は
これを「最後の期限」と表現する。10月 8日円城







• 1904 年 2 月 6 日に対露国交断絶、2 月 8 日に旅
順口攻撃、2月 10日宣戦布告、2月 11日大本営
設置。




– 1904 年 8 月、第二インターナショナル第 6 回大
会 (アムステルダム)の冒頭でプレハーノフ、片山
潜が両国の社会民主党を代表して握手。
*6 1900年 11月 24日「大逆無道録」、12月 17日「刀尋段段録」、1901年 1月 19日「帝国主義」を萬朝報に掲載。これらをまとめたもの。




*9 第一次:1902年 10月 8日、第二次:1903年 4月 8日、第三次:1903年 10月 8日。
*10 報道がなされなかった理由について、1)政府検閲、2)戦意高揚報道の二つが考えられるだろう。前者については、日本に不利な情報がロ
シア側に流れることを恐れたと一般には説明されている。後者については、新聞部数を伸ばすことが当時の多数の新聞社の目標となり、萬















– 1905 年 9 月 5 日日比谷焼き討ち事件、9 月 6 日
から 11 月 29 日まで戒厳令。9 月 6 日から 7 日
新聞発行停止命令。1906 年 1 月第一次桂内閣総
辞職。















































*13 萬朝報 10月 14日の黒岩の弁明。佐藤 (1979)はその趣旨を「日本が挙国一致して戦いを速やかに終わりにみちびき速やかに平和を克復す
べし」と紹介している。








*17 幸徳が参照した記事との関係は不明であるが、当時、反帝国主義同盟 (American Anti-Imperialist League) が共和党マッキンリー大統
領の米比戦争開戦に反対した。この同盟にはクリーブランド元大統領、実業家のアンドリュー・カーネギー、アメリカ労働総同盟のサミュ
エル・ゴンパーズ、マーク・トウェイン、ジョン・デューイ、ヘンリー・ジェイムズ、ウィリアム・ジェイムズなどが参加していた。

























































































• 1905 年 1 月 11 日に幸徳らの新聞条例違反の判
決が下り、5か月間の入獄が決まる*23。この筆禍


































• 1908年 6月 22日赤旗事件*27。幸徳上京し、8月
29日の判決言い渡しを傍聴する。
• 1909 年 1 月 30 日までに幸徳による「麺麭の略
取」の翻訳が完了、秘密出版。すべて発送が終
わったあとで当局に届出*28。
















*26 山川 (1960)によれば「無政府主義者 (幸徳)とマルクス主義者 (堺)との共同戦線で改良派に当たる」。



















































































































• 日清戦争 (甲午の役) と関連して孫文が興中会を
立ち上げる。1895 年広州起義に失敗、日本に亡
命する。
• 義和団の乱 (庚子の役)と関連して孫文が 1900年
に恵州起義。これに日本は外務省筋*36より協力
するも失敗、孫文亡命。

























































*45 彼らを引き合わせたのは北一輝とされている (1907年 3月頃)。和親会設立と同時期にほぼ同じメンバーで「金曜講演会」に倣った「社会
主義講習会」の開催。1908 年 8 月頃まで活動を続けたが、赤旗事件 (1908年 6 月)による日本側活動の壊滅などにより活動は自然消滅し
た。嵯峨 (2013)を参照のこと。










– 1912年 1月臨時政府 (孫文)、中華民国建国宣言。
2 月、宣統帝の退位と引き換えに袁世凱 (当時清
朝の第 2 代内閣総理大臣、湖広総督) に大総統の
地位を渡す。
– 総選挙で国民党 (中国同盟会を母体とする) が第
一党に (袁世凱与党惨敗)。1913 年 3 月、袁世凱
は宋教仁 (議会主義) を暗殺。国会承認を経ず五
カ国銀行団から借款を受け入れ。


















































*46 実際に 1915年 12月に帝政に移行した。









*48 陳独秀は 1920年 9月まで政治論議をみずから封印した。
*49 李大 (1889–1927) は中国共産党創設者の一人。最初にコミンテルン極東支局の使者ヴォイチンスキーと接触した。1917 年北京大学教
授。1927年に張作霖に処刑される。
*50 周作人 (1885年–1967)は作家、翻訳家。魯迅の弟。1937年の日本軍北京入城時に、(日本)傀儡政権の要職を歴任 (意に反して?)。
*51 呉虞 (1872–1949)は哲学者。儒教および家族制度批判を展開。「中国思想界の道路掃除夫」(胡適)。
*52 劉半農 (1891–1934)は詩人、言語学者。魯迅の友人。































































*56 1919、20年の 2 回にわたり、ソビエト・ロシアが外務人民委員代理 L.カラハンの名で中国にたいして発表した不平等条約撤廃宣言、カ
ラハン宣言がまさにその原則の実現であった。






































• 中国経済は 1) 家族経営式農業 (内地農村部)、2)







































































































































58 第 5章 労働者階級の自己認識と国体 (1)～共産党成立以前
府に絶えず圧力をかけねばならない (「下からの
闘争」)。
• ボルシェビキ (第三回大会決議) とメンシェビ




































































































































































































































































































































































































































































*93 Yakov Mikhaylovich Sverdlov(1885–1919)はオールド・ボルシェビキ。死去当時、全ロシア・ソヴェト執行委員会議長と党中央委員会
書記を兼務。死因はスペイン風邪の罹患であった。
*94 クロンシュタットの反乱：1921年 3月 1日にクロンシュタットで始まったボルシェビキ独裁に反発する水兵による蜂起。これはその前月
のペトログラードでのストライキに呼応するものだった。15 項目からなる決議を採択、その主な主張は 1) 民主主義復活とそのためのソ
ヴェト再選挙、2) 特定政党の特権反対、3) コミッサール政治 (ボリシェビキ党による統制) の廃止、4) 労働組合自治、5) 言論・出版・集
会・結社の自由、6)給与平等化、7)食糧徴発の撤廃などであった。ペトログラード・ソヴェト議長ジノヴィエフはトゥハチェフスキー指揮
下の赤軍を派遣、3月 5日無条件降伏の最後通牒、3月 18日鎮圧。





















































*95 労働者反対派 (Workers’ Opposition)：1920 年に出現したシュリアプニコフ、コロンタイ、メドヴェージェフ、ルトヴィノフなどのグ
ループ。労働組合論争において労働組合による経済管理と自治の拡大を主張。第 11回党大会で敗北。


















































































*99 1918年 7月 6日 (第 5回全ロ・ソヴェト大会の会期中)にチェカ隊員を名乗る左翼エスエル党員がドイツ大使ミルバッハを殺害した事件。
これによって彼らはソヴェトの政策を転換 (ドイツとの戦争再開)させようとした。反乱は翌日に鎮圧された。
*100 これを西山は「共闘と統一戦線の困難な情況下で、一つの党のなかに共闘と統一の論理を代替的に求めたもの」と同情的に表現している。




































































































































































































































































































































































*111 Andrei Ivanovich Zhelyabov(1851-‐ 1881)、「人民の意志」党執行委員、1881 年のアレクサンドル 2 世暗殺の首謀者として処刑され
た。


























































*112 湯浅は論戦に参加した三つの分派 (労働者反対派、トロツキー＝ブハーリン派、レーニン＝ジノヴィエフ派) のそれぞれの論点を紹介した
上で、この論争の意味について「その直後のスペクタキュラーな「ネップ」への転回のかげに隠されて、その歴史的意味は正確に理解され













*114 トロツキーは「ドイツ共産主義労働党 (KAPD)の政策について」(1920年 11月)で次のように指摘している。「(同志ゴルテルの演説は)
5.3 ボルシェビキ党の変質とコミンテルンの堕落 71























Herman Gorter(1864–1927) はオランダの著述家、詩人であり、1909 年に社会民主党 (SDP) に参加。SDP は 1918 年にオランダ共
産党 (CPN) に名称変更し、その折に H. スネーフリートなどが新たに合流した。その後、1920 年に A. パンネクックとともに離党し、
KAPD をドイツで結成している。ゴルテルがコミンテルンの加盟条件を批判するにあたって中国を引き合いにだしているのは、中国とオ
ランダ (またインドネシア) のかかわりを示唆しているようで興味深く、またその後スネーフリートが (「マーリン」の名で) 中国革命にか
かわった背景をも説明しているようにもみえる。
















































– 陳独秀、1926 年 6/9 中山艦事件についての蒋介




























が残存している状況下で CP と KMT 左派との
党外連携方針を提起。
• 三次にわたる上海起義＝蜂起 (1926年 10月第一
次、1927年 2月第二次、同年 3月 22日第三次)。
前二者は失敗するも、第三次はゼネストと結びつ
き上海ソヴェト (自治政府) が (短命ではあった
が)成立した。











党」と称する。4 月 18 日南京国民党政府が蒋介
石の指導で成立 (武漢政府と並立)。
– 陳独秀、1927 年 4/5 に汪兆銘とともに「国共合
作強化確認の宣言」を発する*122。6/7「スターリ
ン 5月指示」に反論。
– トロツキー、1927 年 5/17、CP での陳独秀演説
(4/29)に言及*123。5/27、コミンテルン執行委員
会第 8回総会「中国問題に関する演説」*124。
• 同年 7月 15日武漢国民政府でも「清党」。第一次
国共合作の崩壊。











































*127 だからトロツキーは (1938 年を待たずに)1927 年の時点でコミンテルンの死を宣告し、ただちに第四インターナショナル創設に進むべき
だった。既にコミンテルンの情報統制は必要な情報を彼にもたらさなくなっており、彼の書簡がコミンテルン内で妨害なしに回覧されるこ
ともなかった。しかし、彼は 1928年の時点においてもスターリン＝ブハーリン綱領にたいする批判をコミンテルン第 6回世界大会 (1928
年 7月)の事務局に送り付けることしかなしえなかった (それでも、アメリカ共産党 J.P.キャノンとカナダ共産党M.スペクターがその写
しを持ち出すことに成功し、その後のトロツキー主義運動の起点となった)。
*128 陳独秀はスターリン、ブハーリン派にたいして屈服したという事実を率直に自己批判している。これは CP内の同僚の「過去の日和見主義
















































A = B として、すなわち B を Aの実現された姿として







*129 宇野重昭は宇野重規 (2020 年 10 月の学術会議任命拒否問題の 6 名のうちの一人) の父であり、安倍晋三の恩師とされる。本論とは関
係ないが、重規が任命拒否の対象者となったのは安倍が重昭から批判を受けたことにたいする意趣返しだとする見方がある。「リテラ」
(2020.11.24)(https://lite-ra.com/2020/11/post-5707.html)参照のこと。
*130 宇野は次の二つを挙げている。Brandt,Shuwartz and Fairbank,”a Documentary History of Chinese Communism”,(1952).
A.S.Whiting,”Soviet Politics in China 1917 1924”,(1954).
*131 レーニンとロイの論争を想定している。
































































































































































































らの工業労働者の 3 分の 2 はそのトラストの中
に使われている」。(1922年 2月 25日モスクワ；
公共経済委員会報告書)






































































































































*149 共産主義労働者インターナショナル (Kommunistische Arbeiter-Internationale:KAI、Fourth Communist Internationalとも呼ばれ
る)のこと。1921年 KAPDの”the Manifesto of the Fourth Communist International”の宣言により 1922年にベルリンに設置され
た。H.ゴルテルらが主導。トロツキーの第四インターナショナルのことではない。


















































































































































































































































年 (「なにをなすべきか？」)と 1905年 (「二つ
の戦術」) が結合されず、1902 年の組織原則が





































の関係である。スターリン派はもちろん A = B
として、すなわち B を Aの実現された姿として


































































その後は対馬 (2014)による年代区分 (表 6.1)に依拠
する。第 I期と第 II期は 32年テーゼの登場により分界































88 第 6章 労働者階級の自己認識と国体 (2)～日本資本主義論争
表 6.1 日本資本主義論争・年代区分
第 I期 第 II期 第 III期
年代 1927～1931 1932～1937 1945～





































































































































*11 当時のコミンテルン日本担当は上海のヴォイチンスキーから東京のジョンソン (ソ連大使館商務官の肩書) に交代していた。福本はこの交
代をコミンテルン内の主流がトロツキー派からブハーリン派に交代したことに対応するものとみていた。ジョンソンはプロフィンテルン幹
部であった S.ロゾフスキーの信任が厚かったとされる。
90 第 6章 労働者階級の自己認識と国体 (2)～日本資本主義論争








































































































































*21 福本はレーニンの「なにをなすべきか？」(1902) の独語訳”Was tun?”よりの言葉として”Bevor man sich vereinigt, muss man sich
reinlich scheiden”を引いている。対馬はこれが「「イスクラ」編集部の声明」(1900)のなかの言葉であり、新聞編集上の技術的な指示にす






*23 河野密 (1897–1981)は、新人会参加後、日本労農党に参加。大戦中は大政翼賛会に参加。戦後に日本社会党の結党に参加 (途中公職追放)。
日本社会党国対委員長。
92 第 6章 労働者階級の自己認識と国体 (2)～日本資本主義論争
表 6.2 福本による「方向転換」の過程
年 意識過程 (イデオロギー闘争) 政治過程 (政治闘争) 経済過程 (経済闘争)
1912 T1 日本労働総同盟 (～21)
(デモクラシー運動)
1919 T8 河上肇「社会問題研究」刊行 社会主義同盟 (～21) 労組運動勃興
山川均「社会主義研究」(～23) 農民組合勃興
(組合運動内容整理)




1923 T12 「大原社会問題研究雑誌」創刊 日本共産党事件 (6月)

























































































































かし活動するまもなく 1921 年 5 月に結社禁止の処分を受けて解散し、組織は左派 (堺利彦ら、のち 1922 年に第一次共産党結成) と右派
(1925年に右派の社会民衆党と中間派の労働農民党に再分裂)に分裂した。

























































































































































*29 ただし、論争の口火を切った猪俣の「現代日本ブルジョアジーの政治的地位」(1927)は 27年テーゼが公表 (1928)される以前のものであ
る。その時点の直接の批判対象は福本の理論であったが、同テーゼ公表後も猪俣の議論は基本的には変わっていないと対馬は指摘している。







































































































































































































































*42 福本は野呂の説を次のように理解している。野呂は「資本論」第 6 編第 47 章第 2 節労働地代の記述を日本の現状に適用し、地租改正を
「最高地主」としての国家に対する労働地代としたもの。「国家最高地主説」とは、明治維新を「封建革命」＝徳川封建制の再編にすぎない、
とするもの。


















































































































































































































































































































































































































































































*57 対馬は参照されるべきものとして、さらに「現代日本土地問題の先鋭化と国内市場」(1930 年 1 月)、「土地問題と封建遺制」(1930 年 1
月)、「マルクス主義の前進の為に」(1931 年 4 月) を挙げている。また猪俣はこの用語をヴァルガの”Beiträge zur Agrarfrage”から参照
している。












































































*60 起草者がクーシネンと目されることによる。オットー・クーシネン (Otto Ville Kuusinen:1881-1964)はコミンテルン書記、のち短命に
終わったカレロ＝フィン共和国 (スターリンの傀儡国家) の首班。トロツキーの人物評によれば、「1918 年フィンランド革命を壊滅に追い
やった人物の一人」。
http://www.marxists.org/archive/trotsky/1928/03/comintern.htm














*63 汎太平洋労働組合書記局書記員イレール・ヌーラン (Hilaire Noulens:1894–1963)が上海租界にて工部局警察高等課にスパイ活動のかど
で逮捕された事件。これにより、コミンテルン極東ビューロー (モスクワ–上海–東京ルート)が壊滅し、同テーゼはコミンテルン西欧ビュー
ロー (モスクワ–ベルリン–東京ルート)を通じてもたらされることになった。

































































また政治＝経済学の構造 (方法論) が、史的唯物論 (＝仮説) による説明にとどまることなく、帝国主義論と資本論の関係を突破口に深め
られるべきであり、「日本資本主義論争」の隠れた主題はまさにそれであった。そのことをはじめて意識的に明らかにしたのは、宇野弘蔵の
「三段階論」(原理論–段階論–現状分析論)である。






































































































































































































































*78 明治 9 年 8 月 9 日鳥取県小作条例が「講座派」の立論の論拠とされた。「(小作米は) 貢租の生ずる基なれば、作人たるもの貢納の心得を
以って (厳重払込むべきこと)」。






図 6.3 貢租貢納の 3形態
出典：対馬 (2014)より筆者作成


































































































*80 宇野 (2014)は 1935年の段階で次のように言っている。「最近、理論的にはこれ (農村問題)を日本資本主義の全体の関連において観察し
分析することが行われ、最も正しい方法として認められるのであるが、そしてそれは大体においてマルクスの経済学的理論によってなされ
ているのであるが、しかしこの範囲においてもまだ一致した見解に到達していない」。また向坂編 (1958) 所収の鈴木喜久夫・吉田震太郎

































































































– 機械は (労働者に使役される道具から) 労働者を
使役する主人へと立場を変える。その転化は機械
が労働者の競争相手となることから始まる。


























































































































































































































































































































































































































































































































































































起点は 1923 年 6 月の第一次共産党の検挙と解党 (こ
れは同年 9 月の甘粕事件による大杉栄虐殺を時を同じ
くしている)に置かれる。その後の党再建の経緯を論争
の前史とし、第 I期と第 II期は 32年テーゼの登場によ





























































































































































































































































にしており、当時の世相を 1980 年時点でふりかえろうとしたが、これは中途で放棄された。そのためか、梯は K1 の題名を三木哲学との
「決別の意思」のあらわれにすぎないと言う。しかし、2020年代に生き、今なおファシズムの亡霊に悩まされるわれわれにとってこの表題
の意味は無視しえない。






















































































































































































































































































































































































































































































































































Illich Rubin:1886–1937) はラトビア出身の経済学者であり、D. リアザノフの右腕としてマルクス・エンゲルス研究所の研究助手を務め
た。初期マルクス思想の重要性を力説する梯ならば、同じ主張をもつルービンをむしろ擁護する方に回らなければならなかったはずである
が、梯には当時ボリシェビキ党の腐敗に気が付いた様子はなかった。
134 第 7章 第二次世界大戦前夜
定 (変革) するために肯定する「決心」こそが必要とさ
れた。



























































































































































































































































































































































































































梯は K3 執筆後、1938 年 6 月、京都人民戦線事件に
連座し二回目の検挙を受け、収監される。1940年 11月
北支那開発 (株)調査局東京支局社員、1942年 4月同北











































































































































































































*47 Cunliffe Committee:イギリス政府が 1918 年 1 月に設けた調査委員会 (「戦後通貨と外国為替に関する委員会」)。議長の Walter
Cunliffe(1855-1920)はイングランド銀行総裁。同委員会報告は速やかに金本位制へ復帰することを勧告した。またカンリフは委員会発足
以前にケインズが銀行業界で浅い実務経験しかもたないことを批判していた。




*49 Macmillan Comittee:イギリスの第 2次労働党内閣 (首相 J.R.マクドナルド)が 1929年 11月に蔵相 P.スノーデンの提唱で設けらた委


























































































































































































































































































*1 明治維新以後、大教宣布 (神道、真宗、日蓮宗統合)のとん挫、西南戦争 (官軍と西郷軍)、日露戦争 (ロシア帝国との戦い)などがその初期
の例と言える (4.3、4.4 節)。昭和恐慌と満州事変はブルジョアジーが政党政治というぜいたくにかまける余裕を失い、「協力内閣」、「新体
制」の名のもとに挙国一致内閣を作らなければならなくなった (3.3、7.2節)。
*2 ここでわれわれはマルクスが「ユダヤ人問題によせて」で論じた「私人 (homme)と公民 (citoyan)の分裂」を想起しても良いであろう。
西欧において一般的なこの特徴が日本ではなぜか確認されない、ということである。















































徳秋水、堺利彦) であり (5.1 節)、第二は日本労働総同
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年 日本 東アジア・太平洋 ヨーロッパ・ロシア





1889 M21 大日本帝国憲法発布 第二インターナショナル創設
1890 M22 社会主義者鎮圧法失効








1905 M37 中国同盟会 (東京)
1908 M40 亜州和親会 (東京)
1910 M42 日韓併合
1911 M43 大逆事件 辛亥革命
1912 T1 第一次護憲運動 中華民国建国
1914 T3 中華革命党 (7月) サラエヴォ事件 (6月)
第二インター崩壊 (8月)
1915 T4 対華二十一カ条要求 (1月) ツィンメルワルト会議
「新青年」刊行 (9月)
1917 T6 金輸出禁止 (9月) ロシア十月革命 (10月)
1918 T7 米騒動 (7月) シベリア出兵 (8月)
ウィルソン平和十四カ条 (12月)
1919 T8 五四運動 パリ講和会議 (1月)
ワイマール共和国成立 (2月)
コミンテルン創設 (3月)
156 付録 A 関連年表
年 日本 東アジア・太平洋 ヨーロッパ・ロシア
1920 T9 ヴォイチンスキー来華 コミンテルン第 2回大会 (7月)
1921 T10 中国共産党結党 (7月) クロンシュタット反乱 (3月)
1922 T11 日本共産党結党 (7月) ワシントン体制 (2月)
22年テーゼ (11月) シベリア撤兵 (10月) スターリン書記長就任 (4月)
グルジア問題
1923 T12 関東大震災,甘粕事件 (9月) 孫文・ヨッフェ共同宣言 (1月)
1924 T13 普通選挙法成立 (6月) 国共合作 (1月) レーニン死去 (1月)
「一国社会主義」論 (4月)
1925 T14 治安維持法 (4月)
普通選挙法改正 (5月)
1926 S1 北伐開始 (7月) 合同反対派
1927 S2 昭和金融恐慌 (3月) 上海クーデター (4月) トロツキー・ジノヴィエフ除名
27年テーゼ (5月) 対支政策要綱 (6月)
1928 S3 満州某重大事件 (6月) 不戦条約
トロツキー追放 (1月)
1929 S4 金解禁 (11月) 暗黒の木曜日 (10月)
1930 S5 ロンドン条約
1931 S6 満州事変 (9月) 金兌換停止 (9月)
1932 S7 血盟団事件 (2月) 満州国建国 (2月)
五・一五事件 (5月) リットン調査団 (3月)
32年テーゼ (5月)
日本精神文化研究所 (8月)
1933 S8 滝川事件 (4月) 日本国際連盟脱退 (2月)
ヒトラー勝利 (3月)
1935 S10 天皇機関説事件 (2月)
1936 S11 二・二六事件 (2月)
聯合・電通合併 (3月)
1937 S12 企画院設置 (10月) 北支事変 (7月)
1938 S13 国家総動員法 (5月) 第四インター創設 (9月)
1939 S14 ノモンハン事件 (5–9月) ポーランド侵攻 (9月)
1940 S15 日独伊三国同盟 (9月) パリ陥落 (6月)
大政翼賛会結成 (10月)
1941 S16 東条英機内閣 (10月) 太平洋戦争開戦 (12月)
1942 S17 ミッドウェー海戦 (6月)
1944 S19 インパール作戦 (3–7月) ノルマンディー上陸 (6月)
1945 S20 東京大空襲 (3月) ドイツ降伏 (5月)
原爆投下 (8月)
ポツダム宣言受諾 (8月)
1946 S21 ニュルンベルグ裁判 (9月)




































































































































































計算法 一方では個々人の実労働時間 wi が計測
され、他方では諸生産物に対象化され

























流通 流通しない 流通する (貨幣)
価値法則との
関係
前提しない (破壊する) 前提する (賃金＝労働力の価値)
出所：「ゴータ綱領批判」などより筆者作成








































































































































































































































































































































































































*24 この表題は ”it(society as a whole) will have to study what products will promote general well-being, as wll as the way and
means of production.” (社会全体は、生産の方法と手段とともに、いかなる生産物が一般の安楽を増進させるかを研究しなければならな
い」)からとられている。これは要するに労働そのもの (またそのモメントたる生産物、労働手段、労働対象)が変革されねばならないこと
を主張するものである。これに直続する二つの章、「贅沢の欲求 (The need for luxury)」、「愉快の労働 (Agreeable work)」もこの章の内
容に直接関連するが、ここでは省略する。




























































































































































































The national body of Japan and its emergent
state of affairs
– The political-economic situation before the WWII from the point of view in
the historical materialism –
Yuichi Takashima 4 Mar 2021
The term ”state of emergency” has become quite familiar since the outbreak of the new type of coronavirus
infection. This word was a estranged word that we had only seen and heard in foreign news about so-
called ”conflict areas”. Moreover, this situation is not temporary, and we have a dark premonition that
we will have to deal with it as a ”new daily life” for the next few years. In the ”new daily life”, ”restriction
of private rights” is openly spoken, and emotionally opposed discourse (”Corona is the same as catching
a cold”) and conspiracy theory are disseminated via SNS. Workers’ voices, saying, ”We can’t live by
self-restraint,” arose mainly in urban areas, and these voices pushed economic activity to resume in a
hurry (”Go To” Campaign). As a result, cluster infections have begun to spread again, and the situation
is in a vicious circle.
This situation is more or less common not only in Japan but all over the world. Governments that
cannot adapt times of this crisis are eager to avoid criticism to themselves with standing in isolationism.
The President Trump administration, which is losing the possibility of U.S. presidential re-election, plans
to exclude Chinese products from telecommunications equipment procurement, and argue there is nothing
wrong with themselves, by further calling Covid-19 the ”Wuhan virus”. On the other hand, Xi Jinping
of China, despite prima facie successful convergence of the corona virus, lost the self-confidence with
derail of their ”Belt and Road Initiative”. Fearing the recurrence of the Tiananmen Square incident,
they intensified their violent intervention in Hong Kong, leading to the secession of friendly nations such
as U.K. In the midst of this intensifying conflict between the US and China, Japan is aiming to get the
leftovers, which can be seen in the Japan-UK cooperation over the procurement of 5G communication
equipment (via police organizations).
These internal and external troubles of nations were probably called ”emergency situations” 100 years
ago. In other words, there is essentially no difference between the modern society we live in today and
that of 100 years ago. Therefore, it can be said that there is no better time than today to consider the
crisis situation on the eve of World War II.
The purpose of this paper is to consider what is an ”emergency situation” from the perspective of
historical materialism. In particular, we will mainly consider the concept of ”National Body” (Japanese
polity, structure of state), which is often spoken as an antonym of ”emergency”. Because of xenophobic
discourse (”America first” or ”Japan first”) and hate speech prevailing in our world, it is worth looking
back at the context in which the word was spoken at that time.
The main conclusions of this paper are as follows. 1)In general, the ”national polity” is the system
/ ideology on which the ruling class relies on for its rule = governance. The national polity = the
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ideology of the emperorship in Japan has a uniqueness that is different from the absolute monarchy
in West Europe. This ideology was not only for domestic governance, but also had an aggressive and
international characteristic such as Pan-East Asianism. 2) The ”emergency” that has continued since
the Manchurian Incident was not simply created by the ”runaway military.” Behind the situation is the
deepening of the crisis on both subjective and objective sides of the Japanese national polity. 3) Japanese
Proletariat has discovered and enhanced their own class consciousness through confrontation with the
”emergency”. The reason that all of their revolutional attempts have failed, and that no lessons have
been drawn from those now, is that the framework for properly assessing their achievements has been
completely destroyed.
keywods : the national body, historical materialism, the emergent state of affairs, constitutional situ-
ation, disputes on Japanese capitalism, the fascism
